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（１）収益的収入及び支出

　収　　　入
（単位：円）

当    初
予 算 額

補　正
予算額

地方公営企業法第24
条第３項の規定によ
る支出額に係る財源

充当額

合    計

第１款 下水道事業収益 △ 35,598,641

　第１項 営業収益 △ 33,288,768 (うち仮受消費税 74,156,294)

　第２項 営業外収益 △ 12,309,244 (うち仮受消費税  1,769,060)

　第３項 特別利益 (うち仮受消費税 　909,123)

令和５年度高石市下水道事業決算報告書 

予              　　算        　     　額　

区   分 決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減
備      考
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　支　　　出 （単位：円）

当    初
予 算 額

補　正
予算額

予備費
支出額

流  用
増減額

地方公
営企業
法第24
条第３
項の規
定によ
る支出

額

小   計

地方公
営企業
法第26
条第２
項の規
定によ
る繰越

額

合   計

第１款 下水道事業費用

　第１項 営業費用
(うち仮払消費税

　第２項 営業外費用 (消費税等額　21,626,300)

  第３項 特別損失 (うち仮払消費税 53,412)

　第４項 予備費

備　　　考

予　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　額

区   分 決 算 額

地方公
営企業
法第26
条第２
項の規
定によ
る繰越

額

不 用 額
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（２）資本的収入及び支出

　収　　　入 （単位：円）

当    初
予 算 額

補    正
予 算 額

小    計

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額に係
る財源充当額

継続費逓次繰越
額に係る財源充

当額
合   計

第１款 資本的収入 △ 792,066,880

　第１項 企業債 △ 599,700,000

　第２項 国庫補助金 △ 203,038,000

　第３項 他会計補助金

　第４項 負担金等
(うち仮受消費税
　     607,000)

予              　　算        　     　額　

 区        分 決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減
備     考
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　支　　　出 　（単位：円）

第１款 資本的支出

　第１項 建設改良費
(うち仮払消費税
　56,422,723）

　第２項
　　　固定資産購入費

　第３項
　　　 企業債償還金

　第４項 予備費 △ 4,900

減債積立金 201,780,666円及び当年度利益剰余金 54,196,678円で補填した。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 602,007,119円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 56,422,723円、当年度分損益勘定留保資金 289,607,052円、

当 初
予 算 額

補 正
予 算 額

予備費
支出額

流
用
増
減
額

小 計

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る繰越額

継
続
費
逓
次
繰
越
額

合 計

区        分 決 算 額 不 用 額 備    考

予 算 額 翌 年 度 繰 越 額



− 6−

（単位：円）

１　営業収益

（１）下水道使用料

（２）他会計負担金

（３）その他営業収益

２　営業費用

（１）管渠費

（２）ポンプ場費

（３）普及指導費

（４）業務費

（５）総係費

（６）流域下水道維持管理負担金

（７）減価償却費

（８）資産減耗費

（９）その他営業費用

営業損失

３　営業外収益

（１）他会計補助金

（２）国庫補助金

令和５年度高石市下水道事業損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（単位：円）

１　営業収益

（１）下水道使用料

（２）他会計負担金

（３）その他営業収益

２　営業費用

（１）管渠費

（２）ポンプ場費

（３）普及指導費

（４）業務費

（５）総係費

（６）流域下水道維持管理負担金

（７）減価償却費

（８）資産減耗費

（９）その他営業費用

営業損失

３　営業外収益

（１）他会計補助金

（２）国庫補助金

令和５年度高石市下水道事業損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（３）長期前受金戻入

（４）雑収益

４　営業外費用

（１）支払利息及び

　　　企業債取扱諸費

（２）雑支出

経常利益

５　特別利益

（１）過年度損益修正益

６　特別損失

（１）過年度損益修正損

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金
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（単位：円）

工事負担金
受贈財産
評価額

資本剰余金
合計

減債
積立金

建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

前年度末残高

前年度処分額 △ 302,789,555

△ 302,789,555

減債積立金の積立 △ 302,789,555

建設改良積立金の積立

（繰越利益剰余金）

当年度変動額 △ 235,377,492

△ 235,377,492

(当年度未処分
　利益剰余金）

当年度末残高

建設改良積立金からの振替

当年度純利益

資　本　金 資本合計

議決による処分額

処分後残高

減債積立金からの振替

令和５年度高石市下水道事業剰余金計算書　

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）　

剰     　余     　金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金
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（単位：円）

工事負担金
受贈財産
評価額

資本剰余金
合計

減債
積立金

建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

前年度末残高

前年度処分額 △ 302,789,555

△ 302,789,555

減債積立金の積立 △ 302,789,555

建設改良積立金の積立

（繰越利益剰余金）

当年度変動額 △ 235,377,492

△ 235,377,492

(当年度未処分
　利益剰余金）

当年度末残高

建設改良積立金からの振替

当年度純利益

資　本　金 資本合計

議決による処分額

処分後残高

減債積立金からの振替

令和５年度高石市下水道事業剰余金計算書　

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）　

剰     　余     　金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

（単位：円）

当年度末残高

議会の議決による処分額

減債積立金への積立

処分後残高

△ 320,634,814

△ 320,634,814

令和５年度高石市下水道事業剰余金処分計算書（案）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

（繰越利益剰余金）
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（単位：円）

１　固定資産
（１）有形固定資産

　イ　土地
　ロ　建物
　　　減価償却累計額 △ 2,789,683,206
　ハ　構築物
　　　減価償却累計額 △ 24,304,241,988
　ニ　機械及び装置
　　　減価償却累計額 △ 5,631,872,417
　ホ　車両、運搬具
　　　減価償却累計額 △ 1,487,402
　ヘ　工具、器具及び備品
　　　減価償却累計額 △ 3,401,335
　ト　リース資産
　　　減価償却累計額
チ 建設仮勘定

　　有形固定資産合計
（２）無形固定資産

　イ　施設利用権
　　無形固定資産合計
　　固定資産合計

２　流動資産
（１）現金預金
（２）未収金
　　　貸倒引当金 △ 1,003,948
（３）前払金

　　流動資産合計
　　資産合計

令和５年度高石市下水道事業貸借対照表
（令和６年３月３１日）

資　産　の　部
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（単位：円）

１　固定資産
（１）有形固定資産

　イ　土地
　ロ　建物
　　　減価償却累計額 △ 2,789,683,206
　ハ　構築物
　　　減価償却累計額 △ 24,304,241,988
　ニ　機械及び装置
　　　減価償却累計額 △ 5,631,872,417
　ホ　車両、運搬具
　　　減価償却累計額 △ 1,487,402
　ヘ　工具、器具及び備品
　　　減価償却累計額 △ 3,401,335
　ト　リース資産
　　　減価償却累計額
チ 建設仮勘定

　　有形固定資産合計
（２）無形固定資産

　イ　施設利用権
　　無形固定資産合計
　　固定資産合計

２　流動資産
（１）現金預金
（２）未収金
　　　貸倒引当金 △ 1,003,948
（３）前払金

　　流動資産合計
　　資産合計

令和５年度高石市下水道事業貸借対照表
（令和６年３月３１日）

資　産　の　部

３　固定負債

（１）企業債

　　　るための企業債　イ　建設改良費等の財源に充て

　　　るための企業債

　　企業債合計

（２）リース債務

（３）引当金

　イ　退職給付引当金

　　引当金合計

　　固定負債合計

４　流動負債

（１）企業債

　　　るための企業債　イ　建設改良費等の財源に充て

　　　るための企業債

　　企業債合計

（２）リース債務

（３）未払金

（４）預り金

（５）引当金

　イ　賞与引当金

　　引当金合計

　　流動負債合計

５　繰延収益

（１）長期前受金

　　　収益化累計額 △ 27,146,686,956

　　繰延収益合計

　　負債合計

負　債　の　部
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（単位：円）

６　資本金

７　剰余金

（１）資本剰余金

　イ　受贈財産評価額

　　資本剰余金合計

（２）利益剰余金

　イ　減債積立金

　ロ　当年度未処分利益剰余金

　　利益剰余金合計

　　剰余金合計

　　資本合計

　　負債資本合計

　　　が含まれる。

　　※　現金預金及び預り金には、それぞれ地方公営企業法施行令第22条の３第２項に基づく指定金融機関担保として 500,000円

資　本　の　部
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（単位：円）

６　資本金

７　剰余金

（１）資本剰余金

　イ　受贈財産評価額

　　資本剰余金合計

（２）利益剰余金

　イ　減債積立金

　ロ　当年度未処分利益剰余金

　　利益剰余金合計

　　剰余金合計

　　資本合計

　　負債資本合計

　　　が含まれる。

　　※　現金預金及び預り金には、それぞれ地方公営企業法施行令第22条の３第２項に基づく指定金融機関担保として 500,000円

資　本　の　部

令和５年度高石市下水道事業報告書

１．概況

（１）総括事項

（イ）整備状況

本年度は、整備人口 人に対し、年間総有収水量は ㎥となり、前年度と比較して ㎥（ ％）減少し
ました。なお、本年度末における普及率は 91.90％、一日の平均有収水量は 13,755㎥となっています。

（ロ）事業状況

本年度は、公共下水道事業として、４路線の管布設工事、１路線の管渠改築更新工事、高石市公共下水道羽衣ポンプ場雨水沈
砂池設備他工事及び令和４年度繰越事業（羽衣ポンプ場雨水沈砂池設備他工事、２路線の管布設工事）を行いました。
　また、中長期的な経営の基本計画として策定した経営戦略に沿って、健全で効率的かつ安定した事業の継続に努めました。

（ハ）経営状況

本年度は、収益的収支において、収入では、有収水量が 減少した影響により、前年度と比較し、下水道使用料収入は
万円の減少となりました。また、雨水処理費用の増加により、他会計負担金について 2,000万円の増加となりました。

収益的支出においては、運転管理等業務委託料等が増加した影響により、前年度と比較し、ポンプ場費が 万円増加して
おります。また、営業外費用について、支払利息及び企業債取扱諸費が 1,390万円減少しております。

　収支の結果、当年度純利益については 3億2,063万円の黒字となりました。

また、資本的収入につきましては、建設改良費の減少に伴い、前年度と比較し、企業債収入が 万円の減、国庫補助金収
入が2,540万円の減となっております。

資本的支出は、高石ポンプ場汚水ポンプ設備他工事の繰越等により、前年度と比較し、公共下水道建設費が 万円の減少
となりました。また、流域下水道建設費負担金は 346万円の減少、企業債償還金は 84万円の減少となっております。

　収支の結果、不足する 6億201万円は、損益勘定留保資金等の補填財源により補填しています。

現金預金について、キャッシュ・フロー計算書では、業務活動によるキャッシュ・フローが 億 万円、投資活動による
キャッシュ・フローが △ 万円、財務活動によるキャッシュ・フローが △ 億 万円となり、前年度に比べ 万円
の増加となりました。

　以上が決算の概況であります。今後とも、住民福祉向上のため、持続可能な下水道事業の推進に努めてまいります。
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（２）経営指標に関する事項

　令和５年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、前年度比0.76ポイント増の115.55％となりました。

なお、健全経営の水準とされる100％は上回っております。一方で、料金水準の妥当性を示す料金回収率は、有収水量の減少及び汚水

処理にかかる費用の増により、前年度比1.76ポイント減の98.11％となり、100％を下回っております。これは、事業に必要な汚水処理

費用について、使用料収入により賄えていない状態であり、今後はより効率的な事業運営を実施する必要があります。

　また、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、前年度比0.63ポイント増の52.91％となっており、管路施設

やポンプ場機械設備の固定資産の老朽化が進んでいます。

　なお、法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を示す管渠老朽化率は0％であり、現在耐用年数を超えた管渠はありませんが、令和６年

度に耐用年数を超える管渠が生じる見込みです。今後はストックマネジメント計画に基づき、管渠の改築更新を行ってまいります。

＜経営指標の推移＞

管渠老朽化率

有形固定資産減価償却率

料金回収率

経常収支比率

90.00%

100.00%

110.00%

120.00%

130.00%

R2 R3 R4 R5

経常収支比率・料金回収率の推移

経常収支比率 料金回収率

0.00%

20.00%

40.00%

60.00%

80.00%

R2 R3 R4 R5

有形固定資産減価償却率・管渠老朽化率の推移

有形固定資産減価償却率 管渠老朽化率
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（２）経営指標に関する事項

　令和５年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、前年度比0.76ポイント増の115.55％となりました。

なお、健全経営の水準とされる100％は上回っております。一方で、料金水準の妥当性を示す料金回収率は、有収水量の減少及び汚水

処理にかかる費用の増により、前年度比1.76ポイント減の98.11％となり、100％を下回っております。これは、事業に必要な汚水処理

費用について、使用料収入により賄えていない状態であり、今後はより効率的な事業運営を実施する必要があります。

　また、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、前年度比0.63ポイント増の52.91％となっており、管路施設

やポンプ場機械設備の固定資産の老朽化が進んでいます。

　なお、法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を示す管渠老朽化率は0％であり、現在耐用年数を超えた管渠はありませんが、令和６年

度に耐用年数を超える管渠が生じる見込みです。今後はストックマネジメント計画に基づき、管渠の改築更新を行ってまいります。

＜経営指標の推移＞

管渠老朽化率

有形固定資産減価償却率

料金回収率

経常収支比率

90.00%

100.00%

110.00%

120.00%

130.00%

R2 R3 R4 R5

経常収支比率・料金回収率の推移

経常収支比率 料金回収率

0.00%

20.00%

40.00%

60.00%

80.00%

R2 R3 R4 R5

有形固定資産減価償却率・管渠老朽化率の推移

有形固定資産減価償却率 管渠老朽化率

（３）議会議決事項

（４）職員に関する事項

　令和６年３月３１日における職員は、次のとおりです。

（５）その他の重要事項

　他会計負担金、他会計補助金の充当先について

　　収益的収入における他会計負担金のうち、252,950,020円は、雨水処理維持管理費に充当しております。また、資本的収入に

　おける他会計補助金のうち、46,444,899円は建設改良費に、83,981,266円は企業債償還金に充当しております。

合　　計 備　　考

議案第２号
高石市水道事業の設置等に関する条例及び高石市下水道事業の設置等に関
する条例の一部を改正する条例制定について

課　名
職　　　　　員

事務職員 技術職員

上下水道課 3名 2名 5名 他に会計年度任用職員1名

議案第７号 令和５年度高石市下水道事業会計補正予算

議案第20号 令和６年度高石市下水道事業会計予算

議案第８号 令和４年度高石市下水道事業会計剰余金の処分について

議案第15号 令和４年度高石市下水道事業会計決算認定について

議案第６号 令和５年度高石市下水道事業会計補正予算

報告第３号 令和４年度高石市下水道事業会計予算繰越計算書の報告について

議案番号 件　　　　　名 提出年月日 議決年月日
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２．工　事

（１）建設工事等の概況

（　契約金額は、1,000千円以上　)

工　事　名 契約の相手方 契約金額（円） 契約日 総工事費（円） 着工日 竣工検査日 備考

耐震補強1式 地方共同法人 令和４年度

雨水沈砂池設備（2水路）1式 日本下水道事業団 予算繰越額

内装更新1式 （2年目） 264,000,000円

海洋開発興業㈱ 令和４年度

予算繰越額

88,695,800円

令和５年度予算

12,817,200円

㈱中尾清掃 令和４年度

予算繰越額

15,838,266円

㈱中尾清掃

汚水ポンプ設備2台 地方共同法人 ― 令和６年度

電気設備工事1式 日本下水道事業団 へ繰越

高石市公共下水道羽
衣ポンプ場雨水沈砂
池設備他工事委託

3-20-10④号線汚水管
布設工事（面整備）

3-20-10④号線汚水管
布設工事（面整備）
に伴う附帯工事

高石市公共下水道高
石ポンプ場汚水ポン
プ設備他工事委託

15-1①号線他管布設
工事（面整備）

桝設置工

桝設置工

人孔築造工

1箇所

2箇所

管布設工

開削工　φ200mm

人孔築造工 10箇所

33箇所

桝設置工 28箇所

施　工　内　容

開削工・推進工

φ200～900mm
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２．工　事

（１）建設工事等の概況

（　契約金額は、1,000千円以上　)

工　事　名 契約の相手方 契約金額（円） 契約日 総工事費（円） 着工日 竣工検査日 備考

耐震補強1式 地方共同法人 令和４年度

雨水沈砂池設備（2水路）1式 日本下水道事業団 予算繰越額

内装更新1式 （2年目） 264,000,000円

海洋開発興業㈱ 令和４年度

予算繰越額

88,695,800円

令和５年度予算

12,817,200円

㈱中尾清掃 令和４年度

予算繰越額

15,838,266円

㈱中尾清掃

汚水ポンプ設備2台 地方共同法人 ― 令和６年度

電気設備工事1式 日本下水道事業団 へ繰越

高石市公共下水道羽
衣ポンプ場雨水沈砂
池設備他工事委託

3-20-10④号線汚水管
布設工事（面整備）

3-20-10④号線汚水管
布設工事（面整備）
に伴う附帯工事

高石市公共下水道高
石ポンプ場汚水ポン
プ設備他工事委託

15-1①号線他管布設
工事（面整備）

桝設置工

桝設置工

人孔築造工

1箇所

2箇所

管布設工

開削工　φ200mm

人孔築造工 10箇所

33箇所

桝設置工 28箇所

施　工　内　容

開削工・推進工

φ200～900mm

（　契約金額は、1,000千円以上　)

工　事　名 契約の相手方 契約金額（円） 契約日 総工事費（円） 着工日 竣工検査日 備考施　工　内　容

三栄工業㈱ ― 令和６年度

へ繰越

奈良建設㈱ ― 令和６年度

大阪支店 へ繰越

㈱メット

㈲ヒロカンパニー

㈱フジタ ― 令和６年度

へ繰越

合　　　　　　計

3-20-1-3号線他管布
設工事（面整備） 人孔築造工 6箇所

桝設置工 18箇所

1箇所

管布設工 φ200～250mm

φ200～1350mm

9-6号線他管布設工事
（面整備）

6-14号線他管布設工
事（面整備）

3-3-5-4号線他管渠等
改築更新工事

3-17-8-8-1号線汚水
管布設工事（面整
備）

桝設置工

管布設工 φ200mm

人孔築造工 5箇所

管更生工 φ250～300mm

マンホール蓋取替工 13箇所

開削工・推進工

管布設工

φ200～450mm

34箇所

桝設置工 17箇所

人孔築造工
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３．業務

（１）業務量

増　 減 比 率 (％) 備　　考

１．行政区域内人口（人） △ 589

２．整備人口（人） △ 352

３．処理人口（人） △ 498

４．水洗化人口（人）

５．年間総有収水量（㎥） △ 40,647

６．普及率（％）　　　　　（※１） －

７．水洗化率（％）　　　　（※２） －

比　　較

（※１）　処理人口÷行政区域内人口

（※２）　水洗化人口÷処理人口

事　　　　項 令和５年度 令和４年度
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３．業務

（１）業務量

増　 減 比 率 (％) 備　　考

１．行政区域内人口（人） △ 589

２．整備人口（人） △ 352

３．処理人口（人） △ 498

４．水洗化人口（人）

５．年間総有収水量（㎥） △ 40,647

６．普及率（％）　　　　　（※１） －

７．水洗化率（％）　　　　（※２） －

比　　較

（※１）　処理人口÷行政区域内人口

（※２）　水洗化人口÷処理人口

事　　　　項 令和５年度 令和４年度

（２）事業収入に関する事項

　（イ）収益的収入

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
収    入    額 収    入    額

下水道事業収益

  営業収益

　　下水道使用料 △

　　他会計負担金

　　その他営業収益

　営業外収益

　　他会計補助金 △

　　国庫補助金

　　長期前受金戻入

　　雑収益

　特別利益 △

　　過年度損益修正益 △

（単位：円）

款　項　目 増　減 備　考
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　（ロ）資本的収入

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
収    入    額 収    入    額

資本的収入 △

　企業債 △

　　企業債 △

　国庫補助金 △

    国庫補助金 △

△

    他会計補助金 △

  負担金等

    受益者負担金

    下水道事業負担金

（単位：円）

　他会計補助金

款　項　目 増　減 備　考
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　（ロ）資本的収入

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
収    入    額 収    入    額

資本的収入 △

　企業債 △

　　企業債 △

　国庫補助金 △

    国庫補助金 △

△

    他会計補助金 △

  負担金等

    受益者負担金

    下水道事業負担金

（単位：円）

　他会計補助金

款　項　目 増　減 備　考

（３）事業費に関する事項

　（イ）収益的支出

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
執   行   額 執   行   額

下水道事業費用

　営業費用

　　管渠費 △

　　ポンプ場費

　　普及指導費 △

　　業務費

　　総係費 △

　　流域下水道維持管理
　　負　　　担　　　金

　　減価償却費 △

　　資産減耗費

　営業外費用 △

　　支払利息及び企業債取扱諸費 △

　　雑支出

　特別損失 △

　　過年度損益修正損 △

（単位：円）

款　項　目 増　減 備　考
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　（ロ）資本的支出

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
執   行   額 執   行   額

資本的支出 △

　建設改良費 △

　　公共下水道建設費 △

　　流域下水道建設費負担金 △

　　固定資産購入費

　企業債償還金 △

　　企業債償還金 △

（単位：円）

　固定資産購入費

款　項　目 増　減 備　考
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　（ロ）資本的支出

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
執   行   額 執   行   額

資本的支出 △

　建設改良費 △

　　公共下水道建設費 △

　　流域下水道建設費負担金 △

　　固定資産購入費

　企業債償還金 △

　　企業債償還金 △

（単位：円）

　固定資産購入費

款　項　目 増　減 備　考

４．会計

（１）重要契約の要旨

　（イ）業務委託等契約の概況 （１件　1,000千円以上）

契約年月日 契約金額(円) 契約の内容 契約の相手方

高石ポンプ場運転管理等業務委託 世界産業㈱

羽衣ポンプ場他運転管理等業務委託 ㈱カンキョウ

下水道使用料の徴収及び収納事務委託 高石市水道事業

高石市統合型GIS等利用契約（下水道台帳管理システム） ㈱パスコ大阪第一支店

羽衣ポンプ場雨水ポンプ減速機他点検整備業務委託 クボタ環境エンジニアリング㈱大阪支社

高師浜中継ポンプ場No.3汚水ポンプ修繕業務 クボタ環境エンジニアリング㈱大阪支社

令和5年度公共下水道工事施工監理業務 ㈱日本インシーク

高石市公共下水道高師浜中継ポンプ場耐震診断調査委託に関する協定 地方共同法人日本下水道事業団

高石市公共下水道第２期ストックマネジメント計画点検・調査業務委
託（ポンプ施設）に関する協定

地方共同法人日本下水道事業団

基準点等復旧業務委託（下水道事業） 和泉測量設計㈱

3-17-3-4A-2号線他管布設工事（面整備）実施設計業務委託 ㈱三水コンサルタント大阪支社

公共下水道台帳更新業務委託 ㈱パスコ大阪第一支店

汚水圧送管維持修繕工事 ㈲東方美研

高石ポンプ場電気計装設備点検整備業務委託 関西日立㈱

合   計

　※　工事請負契約については、２．工事（１）建設工事等の概況に記載。
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（２）企業債の概況

　（イ）企業債 　　　 （単位：円）

　※　詳細は企業債明細書のとおりである。

　（ロ）企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が

負担すると見込まれる額は、6,333,173,950円です。

前年度末未償還残高 当年度発行額 当年度償還高 当年度末未償還残高
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（２）企業債の概況

　（イ）企業債 　　　 （単位：円）

　※　詳細は企業債明細書のとおりである。

　（ロ）企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が

負担すると見込まれる額は、6,333,173,950円です。

前年度末未償還残高 当年度発行額 当年度償還高 当年度末未償還残高

(単位：円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 固定資産取得・建設改良事業等実施額 △580,976,259

減価償却費 圧縮記帳分 △ 26,207,645

資産減耗費 国・府補助金による収入

退職給付引当金の増加額 他会計補助金による収入

賞与引当金等の減少額 △1,009,000 工事負担金による収入

貸倒引当金の増加額 投資活動に伴う未収金等の債権の減少額

長期前受金戻入額 △833,435,625 投資活動に伴う未払等の債務の増加額

支払利息及び企業債取扱諸費    投資活動によるキャッシュ・フロー △66,349,337

営業及び営業外未収金の増加額 △380,153

営業及び営業外未払金・未払費用増加額 ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

前払金・前払費用増加額 △173,750,318 リース債務の支払額 △ 779,188

預り金の増加額 建設改良等の財源に充てるための企業債による収入

小計 建設改良等の財源に充てるための企業債償還による支出 △1,146,355,569

支払利息及び企業債取扱諸費 △170,078,578    財務活動によるキャッシュ・フロー △352,934,757

   業務活動によるキャッシュ・フロー

　 現金預金の増加額

　 資金期首残高

　 資金期末残高

令和５年度高石市下水道事業キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）　
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        （単位：円）

款 項 目 金      額 備    考

下水道事業収益

1.営業収益

1.下水道使用料

2.他会計負担金

3.その他営業収益

2.営業外収益

1.他会計補助金

2.国庫補助金

3.長期前受金戻入

 1.長期前受金戻入

4.雑収益

3.特別収益 2.過年度損益修正益

 1.過年度損益修正益

収益合計

 1.その他雑収益

 1.手数料収益

 1.他会計補助金

 1.国庫補助金

令和５年度高石市下水道事業収益費用明細書

節

 1.下水道使用料

 1.維持管理費負担金
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        （単位：円）

款 項 目 金      額 備    考

下水道事業収益

1.営業収益

1.下水道使用料

2.他会計負担金

3.その他営業収益

2.営業外収益

1.他会計補助金

2.国庫補助金

3.長期前受金戻入

 1.長期前受金戻入

4.雑収益

3.特別収益 2.過年度損益修正益

 1.過年度損益修正益

収益合計

 1.その他雑収益

 1.手数料収益

 1.他会計補助金

 1.国庫補助金

令和５年度高石市下水道事業収益費用明細書

節

 1.下水道使用料

 1.維持管理費負担金

        （単位：円）

款 項 目 金      額 備    考節

下水道事業費用

1.営業費用

1.管渠費

2.ポンプ場費

 2.給料

 3.手当

 4.賞与引当金繰入額

 5.法定福利費

 8.備消耗品費

 9.通信運搬費

10.委託料

11.修繕費

 4.賞与引当金繰入額

 5.法定福利費

 8.備消耗品費

10.委託料

11.修繕費

 1.報酬

 2.給料

 3.手当
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        （単位：円）

款 項 目 金      額 備    考節

3.普及指導費

4.業務費

5.総係費

 5.法定福利費

 7.印刷製本費

 8.備消耗品費

 9.通信運搬費

10.委託料

29.補助交付金

10.委託料

30.報償費

34.手数料

 2.給料

 3.手当等

 4.賞与引当金繰入額

15.動力費

24.旅費

31.保険料

34.手数料

14.光熱水費



− 29 −

        （単位：円）

款 項 目 金      額 備    考節

3.普及指導費

4.業務費

5.総係費

 5.法定福利費

 7.印刷製本費

 8.備消耗品費

 9.通信運搬費

10.委託料

29.補助交付金

10.委託料

30.報償費

34.手数料

 2.給料

 3.手当等

 4.賞与引当金繰入額

15.動力費

24.旅費

31.保険料

34.手数料

14.光熱水費

        （単位：円）

款 項 目 金      額 備    考節

6.流域下水道維持管理

　負担金

7.減価償却費

9.資産減耗費

43.固定資産除却費

 1.建物減価償却費

 2.構築物減価償却費

 3.機械及び装置減価償却費

 4.工具、器具及び備品

  減価償却費

 5.無形固定資産減価償却費

25.退職給付費

27.会費及び負担金

31.保険料

36.貸倒引当金繰入額

27.会費及び負担金

11.修繕費

12.借料及び損料

13.燃料費

24.旅費
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        （単位：円）

款 項 目 金      額 備    考節

2.営業外費用

1.支払利息及び企業債

   取扱諸費  1.企業債利息

3.雑支出

3.特別損失

2.過年度損益修正損

費用合計

56.過年度損益修正損

 3.リース支払利息

46.雑支出
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        （単位：円）

款 項 目 金      額 備    考節

2.営業外費用

1.支払利息及び企業債

   取扱諸費  1.企業債利息

3.雑支出

3.特別損失

2.過年度損益修正損

費用合計

56.過年度損益修正損

 3.リース支払利息

46.雑支出

（１）有形固定資産 （単位：円）

年　度　末

当年度増加額 当年度減少額 累　　計 償却未済高

土 地

建 物

構 築 物

機械及び装置

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具
及 び 備 品

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

合 計

（２）無形固定資産 （単位：円）

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額

施 設 利 用 権

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高 備考

固　　定　　資　　産　　明　　細　　書

減　価　償　却　累　計　額

当年度減価償却額 年度末現在高 備　　考
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（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

公営企業債 平成 6年 3月23日 令和 6年 3月 1日 財政融資資金

公営企業債 平成 6年10月20日 令和 6年 9月25日 〃

公営企業債（公共） 平成 7年 3月31日 令和 7年 3月31日 〃

公営企業債（流域） 平成 7年11月30日 令和 7年 9月25日 〃

公営企業債（公共） 平成 8年 1月10日 令和 7年 9月30日 〃

公営企業債（公共） 平成 8年12月16日 令和 8年 9月30日 〃

公営企業債 平成 9年 1月31日 令和 8年 9月25日 〃

公営企業債 平成 9年 6月30日 令和 9年 3月25日 〃

公営企業債（公共） 平成 9年12月25日 令和 9年 9月30日 〃

公営企業債（流域） 平成10年 5月25日 令和10年 3月25日 〃

公営企業債（公共） 平成10年11月30日 令和10年 9月30日 〃

公営企業債 平成11年 5月25日 令和11年 3月25日 〃

公営企業債 平成12年 3月31日 令和12年 3月31日 〃

公営企業債 平成12年 5月26日 令和12年 3月25日 〃

公営企業債（公共） 平成13年 3月30日 令和12年 9月30日 〃

公営企業債 平成13年 5月25日 令和13年 3月25日 〃

公営企業債（公共） 平成14年 2月28日 令和13年 9月30日 〃

企 業 債 明 細 書　

償 還 高
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（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

公営企業債 平成 6年 3月23日 令和 6年 3月 1日 財政融資資金

公営企業債 平成 6年10月20日 令和 6年 9月25日 〃

公営企業債（公共） 平成 7年 3月31日 令和 7年 3月31日 〃

公営企業債（流域） 平成 7年11月30日 令和 7年 9月25日 〃

公営企業債（公共） 平成 8年 1月10日 令和 7年 9月30日 〃

公営企業債（公共） 平成 8年12月16日 令和 8年 9月30日 〃

公営企業債 平成 9年 1月31日 令和 8年 9月25日 〃

公営企業債 平成 9年 6月30日 令和 9年 3月25日 〃

公営企業債（公共） 平成 9年12月25日 令和 9年 9月30日 〃

公営企業債（流域） 平成10年 5月25日 令和10年 3月25日 〃

公営企業債（公共） 平成10年11月30日 令和10年 9月30日 〃

公営企業債 平成11年 5月25日 令和11年 3月25日 〃

公営企業債 平成12年 3月31日 令和12年 3月31日 〃

公営企業債 平成12年 5月26日 令和12年 3月25日 〃

公営企業債（公共） 平成13年 3月30日 令和12年 9月30日 〃

公営企業債 平成13年 5月25日 令和13年 3月25日 〃

公営企業債（公共） 平成14年 2月28日 令和13年 9月30日 〃

企 業 債 明 細 書　

償 還 高

（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

償 還 高

公営企業債 平成14年 5月27日 令和14年 3月25日 財政融資資金

公営企業債 平成15年 3月25日 令和15年 3月 1日 〃

公営企業債 平成15年 5月26日 令和15年 3月25日 〃

公営企業債 平成16年 2月27日 令和15年 9月30日 〃

公営企業債 平成16年 5月27日 令和16年 3月25日 〃

公営企業債 平成17年 2月28日 令和16年 9月30日 〃

公営企業債 平成17年 5月27日 令和17年 3月25日 〃

公営企業債 平成18年 1月31日 令和17年 9月30日 〃

公営企業債 平成18年 5月26日 令和18年 3月25日 〃

公営企業債 平成19年 2月28日 令和18年 9月30日 〃

公営企業債 平成19年 5月28日 令和19年 3月25日 〃

公営企業債 平成20年 3月31日 令和20年 3月31日 〃

公営企業債 平成20年 5月27日 令和20年 3月25日 〃

公営企業債 平成21年 3月25日 令和21年 3月 1日 〃

公営企業債 平成21年 5月26日 令和21年 3月25日 〃

公営企業債 平成21年 9月25日 令和21年 9月 1日 〃

公営企業債 平成22年 5月26日 令和22年 3月25日 〃

公営企業債 平成22年 5月26日 令和22年 3月25日 〃
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（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

償 還 高

公営企業債 平成23年 5月26日 令和23年 3月25日 財政融資資金

公営企業債 平成23年 8月 5日 令和23年 3月25日 〃

平成28年度資本費平準化債 平成29年 2月 7日 令和18年 9月25日 〃

令和4年度公共下水道事業
債(繰越分)

令和 5年 7月27日 令和25年 3月25日 〃

令和4年度公共下水道事業
債(繰越分)

令和 5年12月26日 令和35年 9月25日 〃

令和5年度公共下水道事業
債

令和 6年 3月25日 令和36年 3月 1日 〃

公営企業債 平成 8年 5月16日 令和 6年 3月20日
地方公共団体

金融機構

公営企業債（公共） 平成 8年 5月16日 令和 6年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成 8年 5月16日 令和 6年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成 9年 5月23日 令和 7年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成 9年 5月23日 令和 7年 3月20日 〃

公営企業債 平成 9年 5月23日 令和 7年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成10年 5月20日 令和 8年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成10年 5月20日 令和 8年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成11年 5月20日 令和 9年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成11年 5月20日 令和 9年 3月20日 〃

公営企業債（流域） 平成12年 5月19日 令和10年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成12年 5月19日 令和10年 3月20日 〃
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（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

償 還 高

公営企業債 平成23年 5月26日 令和23年 3月25日 財政融資資金

公営企業債 平成23年 8月 5日 令和23年 3月25日 〃

平成28年度資本費平準化債 平成29年 2月 7日 令和18年 9月25日 〃

令和4年度公共下水道事業
債(繰越分)

令和 5年 7月27日 令和25年 3月25日 〃

令和4年度公共下水道事業
債(繰越分)

令和 5年12月26日 令和35年 9月25日 〃

令和5年度公共下水道事業
債

令和 6年 3月25日 令和36年 3月 1日 〃

公営企業債 平成 8年 5月16日 令和 6年 3月20日
地方公共団体

金融機構

公営企業債（公共） 平成 8年 5月16日 令和 6年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成 8年 5月16日 令和 6年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成 9年 5月23日 令和 7年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成 9年 5月23日 令和 7年 3月20日 〃

公営企業債 平成 9年 5月23日 令和 7年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成10年 5月20日 令和 8年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成10年 5月20日 令和 8年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成11年 5月20日 令和 9年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成11年 5月20日 令和 9年 3月20日 〃

公営企業債（流域） 平成12年 5月19日 令和10年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成12年 5月19日 令和10年 3月20日 〃

（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

償 還 高

公営企業債（公共） 平成13年 5月 8日 令和11年 3月20日
地方公共団体

金融機構

公営企業債（公共） 平成13年 5月 8日 令和11年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成14年 5月20日 令和12年 3月20日 〃

公営企業債（流域） 平成14年 5月20日 令和12年 3月20日 〃

公営企業債 平成15年 5月20日 令和13年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成15年 5月20日 令和13年 3月20日 〃

公営企業債（公共） 平成15年 5月20日 令和13年 3月20日 〃

公営企業債 平成16年 5月20日 令和14年 3月20日 〃

公営企業債 平成16年 5月20日 令和14年 3月20日 〃

公営企業債 平成17年 5月17日 令和15年 3月20日 〃

公営企業債 平成17年 5月17日 令和15年 3月20日 〃

公営企業債 平成17年 5月17日 令和15年 3月20日 〃

公営企業債 平成18年 5月16日 令和16年 3月20日 〃

公営企業債 平成18年 5月16日 令和16年 3月20日 〃

公営企業債 平成19年 5月24日 令和17年 3月20日 〃

公営企業債 平成19年 5月24日 令和17年 3月20日 〃

公営企業債 平成20年 5月29日 令和18年 3月20日 〃

公営企業債 平成21年 5月26日 令和19年 3月20日 〃
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（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

償 還 高

公営企業債 平成21年 5月26日 令和19年 3月20日
地方公共団体

金融機構

公営企業債 平成22年 5月28日 令和22年 3月20日 〃

公営企業債 平成22年 5月28日 令和22年 3月20日 〃

資本費平準化債 平成24年 2月 8日 令和13年 9月20日 〃

公営企業債 平成24年 5月24日 令和24年 3月20日 〃

公営企業債 平成24年 5月24日 令和24年 3月20日 〃

公営企業債 平成24年 8月 8日 令和24年 3月20日 〃

資本費平準化債 平成25年 2月 7日 令和14年 9月20日 〃

公営企業債 平成25年 5月23日 令和25年 3月20日 〃

公営企業債 平成25年 5月23日 令和25年 3月20日 〃

公営企業債 平成25年 8月 8日 令和25年 3月20日 〃

資本費平準化債 平成25年11月 7日 令和15年 9月20日 〃

平成24年度下水道事業債
【国の補正予算分】

平成26年 4月22日 令和26年 3月20日 〃

平成25年度公共下水道
事業債（起前）

平成26年 5月23日 令和26年 3月20日 〃

平成25年度流域下水道
事業債

平成26年 5月23日 令和26年 3月20日 〃

平成25年度公共下水道
事業債（繰越分）

平成26年11月27日 令和26年 9月20日 〃

平成25年度下水道事業債
【国の補正予算分】

平成26年12月25日 令和26年 9月20日 〃

平成26年度公共下水道
事業債

平成27年 5月26日 令和27年 3月20日 〃
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（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

償 還 高

公営企業債 平成21年 5月26日 令和19年 3月20日
地方公共団体

金融機構

公営企業債 平成22年 5月28日 令和22年 3月20日 〃

公営企業債 平成22年 5月28日 令和22年 3月20日 〃

資本費平準化債 平成24年 2月 8日 令和13年 9月20日 〃

公営企業債 平成24年 5月24日 令和24年 3月20日 〃

公営企業債 平成24年 5月24日 令和24年 3月20日 〃

公営企業債 平成24年 8月 8日 令和24年 3月20日 〃

資本費平準化債 平成25年 2月 7日 令和14年 9月20日 〃

公営企業債 平成25年 5月23日 令和25年 3月20日 〃

公営企業債 平成25年 5月23日 令和25年 3月20日 〃

公営企業債 平成25年 8月 8日 令和25年 3月20日 〃

資本費平準化債 平成25年11月 7日 令和15年 9月20日 〃

平成24年度下水道事業債
【国の補正予算分】

平成26年 4月22日 令和26年 3月20日 〃

平成25年度公共下水道
事業債（起前）

平成26年 5月23日 令和26年 3月20日 〃

平成25年度流域下水道
事業債

平成26年 5月23日 令和26年 3月20日 〃

平成25年度公共下水道
事業債（繰越分）

平成26年11月27日 令和26年 9月20日 〃

平成25年度下水道事業債
【国の補正予算分】

平成26年12月25日 令和26年 9月20日 〃

平成26年度公共下水道
事業債

平成27年 5月26日 令和27年 3月20日 〃

（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

償 還 高

平成26年度流域下水道
事業債

平成27年 5月26日 令和27年 3月20日
地方公共団体

金融機構
平成26年度公共下水道

事業債（繰越分）
平成27年10月29日 令和27年 9月20日 〃

平成27年度資本費平準化債 平成28年 2月 4日 令和17年 9月20日 〃

平成27年度公共下水道
事業債

平成28年 5月26日 令和28年 3月20日 〃

平成27年度流域下水道
事業債

平成28年 5月26日 令和28年 3月20日 〃

平成27年度公共下水道
事業債（繰越分）

平成28年10月27日 令和28年 9月20日 〃

平成28年度公共下水道
事業債

平成29年 5月25日 令和29年 3月20日 〃

平成28年度流域下水道
事業債

平成29年 5月25日 令和29年 3月20日 〃

平成29年度資本費平準化債 平成30年 2月 6日 令和19年 9月20日 〃

平成29年度公共下水道
事業債

平成30年 5月24日 令和30年 3月20日 〃

平成29年度流域下水道
事業債

平成30年 5月24日 令和30年 3月20日 〃

平成29年度公共下水道
事業債（繰越分）

平成30年12月27日 令和30年 9月20日 〃

平成31年度資本費平準化債 令和 1年12月26日 令和21年 9月20日 〃

平成31年度流域下水道
事業債

令和 2年 3月30日 令和32年 3月20日 〃

令和元年度公共下水道
事業債

令和 2年 3月30日 令和32年 3月20日 〃

令和元年度公共下水道
事業債

令和 2年 3月30日 令和17年 3月20日 〃

令和2年度資本費平準化債 令和 2年11月26日 令和22年 9月20日 〃

令和元年度公共下水道
事業債（繰越分）

令和 3年 3月30日 令和33年 3月20日 〃
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（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

償 還 高

令和2年度流域下水道
事業債

令和 3年 3月30日 令和33年 3月20日
地方公共団体

金融機構
令和2年度公共下水道

事業債
令和 3年 3月30日 令和33年 3月20日 〃

令和2年度公共下水道
事業債

令和 3年 3月30日 令和23年 3月20日 〃

令和3年度資本費平準化債 令和 3年 11月25日 令和23年 9月20日 〃

令和2年度公共下水道
事業債（繰越分）

令和 4年 3月30日 令和34年 3月20日 〃

令和3年度流域下水道
事業債

令和 4年 3月30日 令和34年 3月20日 〃

令和3年度公共下水道
事業債

令和 4年 3月30日 令和34年 3月20日 〃

令和3年度公共下水道
事業債

令和 4年 3月30日 令和24年 3月20日 〃

令和4年度資本費平準化債 令和 4年11月24日 令和24年 9月20日 〃

令和3年度公共下水道事業
債(繰越分)

令和 5年 3月30日 令和35年 3月20日 〃

令和3年度公共下水道事業
債(繰越分)

令和 5年 3月30日 令和25年 3月20日 〃

令和4年度公共下水道事業
債

令和 5年 3月30日 令和25年 3月20日 〃

令和4年度公共下水道事業
債

令和 5年 3月30日 令和35年 3月20日 〃

令和4年度流域下水道事業
債

令和 5年 3月30日 令和35年 3月20日 〃

令和4年度公共下水道事業
債(繰越分)

令和 5年 9月28日 令和35年 9月20日 〃

令和5年度資本費平準化債 令和 5年11月29日 令和25年 9月20日 〃

令和5年度公共下水道事業
債

令和 6年 3月28日 令和36年 3月20日 〃
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（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

償 還 高

令和2年度流域下水道
事業債

令和 3年 3月30日 令和33年 3月20日
地方公共団体

金融機構
令和2年度公共下水道

事業債
令和 3年 3月30日 令和33年 3月20日 〃

令和2年度公共下水道
事業債

令和 3年 3月30日 令和23年 3月20日 〃

令和3年度資本費平準化債 令和 3年 11月25日 令和23年 9月20日 〃

令和2年度公共下水道
事業債（繰越分）

令和 4年 3月30日 令和34年 3月20日 〃

令和3年度流域下水道
事業債

令和 4年 3月30日 令和34年 3月20日 〃

令和3年度公共下水道
事業債

令和 4年 3月30日 令和34年 3月20日 〃

令和3年度公共下水道
事業債

令和 4年 3月30日 令和24年 3月20日 〃

令和4年度資本費平準化債 令和 4年11月24日 令和24年 9月20日 〃

令和3年度公共下水道事業
債(繰越分)

令和 5年 3月30日 令和35年 3月20日 〃

令和3年度公共下水道事業
債(繰越分)

令和 5年 3月30日 令和25年 3月20日 〃

令和4年度公共下水道事業
債

令和 5年 3月30日 令和25年 3月20日 〃

令和4年度公共下水道事業
債

令和 5年 3月30日 令和35年 3月20日 〃

令和4年度流域下水道事業
債

令和 5年 3月30日 令和35年 3月20日 〃

令和4年度公共下水道事業
債(繰越分)

令和 5年 9月28日 令和35年 9月20日 〃

令和5年度資本費平準化債 令和 5年11月29日 令和25年 9月20日 〃

令和5年度公共下水道事業
債

令和 6年 3月28日 令和36年 3月20日 〃

（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

償 還 高

令和5年度公共下水道事業
債

令和 6年 3月28日 令和26年 3月20日
地方公共団体

金融機構
令和5年度流域下水道事業

債
令和 6年 3月28日 令和36年 3月20日 〃

平成26年度資本費平準化
債（1/3）

平成27年 2月18日 令和 6年11月29日 市中銀行

平成26年度資本費平準化
債（2/3）

平成27年 2月18日 令和 6年11月29日 〃

平成26年度資本費平準化
債（3/3）

平成27年 2月18日 令和 6年11月29日 〃

資本費平準化債
（平成16年度借換分）

平成27年 5月29日 令和 7年 5月30日 〃

資本費平準化債
（平成16年度借換分）

平成27年 6月 1日 令和 7年 6月 2日 〃

資本費平準化債
（平成17年度借換分）

平成28年 5月31日 令和 8年 5月29日 〃

資本費平準化債
（平成17年度借換分）

平成28年 5月31日 令和 8年 5月29日 〃

資本費平準化債
（平成17年度借換分）

平成28年 5月31日 令和 8年 5月29日 〃

資本費平準化債
（平成18年度借換分）

平成29年 5月31日 令和 9年 5月31日 〃

公営企業会計適用債 平成30年 5月31日 令和10年 5月31日 〃

公営企業会計適用債 平成30年 5月31日 令和10年 5月31日 〃

平成30年度資本費平準化債 平成30年12月25日 令和10年11月30日 〃

平成30年度資本費平準化債 平成30年12月25日 令和10年11月30日 〃

平成30年度資本費平準化債 平成30年12月25日 令和10年11月30日 〃

平成30年度流域下水道
事業債

令和 1年 5月31日 令和11年 5月31日 〃

平成30年度公共下水道
事業債

令和 1年 5月31日 令和11年 5月31日 〃



− 40 −

（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

償 還 高

平成30年度公共下水道
事業債

令和 1年 5月31日 令和11年 5月31日 市中銀行

資本費平準化債
（平成20年度借換分）

令和 1年 5月31日 令和11年 5月31日 〃

平成30年度公共下水道
事業債（繰越分）

令和 2年 3月30日 令和11年11月30日 〃

公営企業会計適用債 令和 2年 3月30日 令和11年11月30日 〃

資本費平準化債
（平成21年度借換分）

令和 2年 5月29日 令和12年 5月31日 〃

資本費平準債
（平成22年度借換分）

令和 2年11月30日 令和12年11月29日 〃

資本費平準化債
（平成19年度借換分）

平成30年 5月31日 令和10年 5月31日
その他

金融機関

都道府県貸付金（下水分） 平成 7年 5月31日 令和 7年 3月20日 その他

都道府県貸付金（下水分） 平成 8年 5月31日 令和 8年 3月20日 〃

都道府県貸付金（下水分） 平成 9年 5月30日 令和 9年 3月20日 〃

都道府県貸付金（下水分） 平成10年 5月29日 令和10年 3月20日 〃

合 計



（単位：円）

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額 当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計 未 償 還 残 高 利 率 ％ 償 還 終 期 借 入 先

償 還 高

平成30年度公共下水道
事業債

令和 1年 5月31日 令和11年 5月31日 市中銀行

資本費平準化債
（平成20年度借換分）

令和 1年 5月31日 令和11年 5月31日 〃

平成30年度公共下水道
事業債（繰越分）

令和 2年 3月30日 令和11年11月30日 〃

公営企業会計適用債 令和 2年 3月30日 令和11年11月30日 〃

資本費平準化債
（平成21年度借換分）

令和 2年 5月29日 令和12年 5月31日 〃

資本費平準債
（平成22年度借換分）

令和 2年11月30日 令和12年11月29日 〃

資本費平準化債
（平成19年度借換分）

平成30年 5月31日 令和10年 5月31日
その他

金融機関

都道府県貸付金（下水分） 平成 7年 5月31日 令和 7年 3月20日 その他

都道府県貸付金（下水分） 平成 8年 5月31日 令和 8年 3月20日 〃

都道府県貸付金（下水分） 平成 9年 5月30日 令和 9年 3月20日 〃

都道府県貸付金（下水分） 平成10年 5月29日 令和10年 3月20日 〃

合 計




